
（（（（４４４４））））市税以外市税以外市税以外市税以外のののの款別収入款別収入款別収入款別収入のののの状況状況状況状況

　市税以外の款別収入の状況は、以下のとおりである。

【２款　地方譲与税】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  332,000,000 340,061,778 340,061,778 0 0 100.0

 １ ９  年  度  341,000,000 349,950,167 349,950,167 0 0 100.0

 比 較 増 減  -9,000,000 -9,888,389 -9,888,389 0 0 0.0

 増  減  率  -2.6 -2.8 -2.8 － － －

　地方譲与税の収入済額は340,061,778円で、前年度と比較して9,888,389円（2.8％）の減

である。

【３款　利子割交付金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  23,000,000 22,747,000 22,747,000 0 0 100.0

 １ ９  年  度  25,000,000 22,303,000 22,303,000 0 0 100.0

 比 較 増 減  -2,000,000 444,000 444,000 0 0 0.0

 増  減  率  -8.0 2.0 2.0 － － －

　利子割交付金の収入済額は22,747,000円で、前年度と比較して444,000円（2.0％）の増

である。

【４款　配当割交付金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  4,000,000 4,162,000 4,162,000 0 0 100.0

 １ ９  年  度  18,000,000 15,114,000 15,114,000 0 0 100.0

 比 較 増 減  -14,000,000 -10,952,000 -10,952,000 0 0 0.0

 増  減  率  -77.8 -72.5 -72.5 － － －

　配当割交付金の収入済額は4,162,000円で、前年度と比較して10,952,000円（72.5％）の減で

ある。これは、景気の低迷等により株式等の配当が減少したことによるものである。

【５款　株式等譲渡所得割交付金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  1,000,000 1,173,000 1,173,000 0 0 100.0

 １ ９  年  度  7,000,000 6,664,000 6,664,000 0 0 100.0

 比 較 増 減  -6,000,000 -5,491,000 -5,491,000 0 0 0.0

 増  減  率  -85.7 -82.4 -82.4 － － －

　株式等譲渡所得割交付金の収入済額は1,173,000円で、前年度と比較して5,491,000円（82.4

％）の減である。これは、景気の低迷等により株式等の譲渡が減少したことによるものである。
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【６款　地方消費税交付金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  550,000,000 558,988,000 558,988,000 0 0 100.0

 １ ９  年  度  602,000,000 601,630,000 601,630,000 0 0 100.0

 比 較 増 減  -52,000,000 -42,642,000 -42,642,000 0 0 0.0

 増  減  率  -8.6 -7.1 -7.1 － － －

　地方消費税交付金の収入済額は558,988,000円で、前年度と比較して42,642,000円（7.1％）

の減である。

【７款　ゴルフ場利用税交付金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  150,000 137,101 137,101 0 0 100.0

 １ ９  年  度  150,000 40,086 40,086 0 0 100.0

 比 較 増 減  0 97,015 97,015 0 0 0.0

 増  減  率  0.0 242.0 242.0 － － －

　ゴルフ場利用税交付金の収入済額は137,101円で、前年度と比較して97,015円（242.0％）の

増である。

【８款　自動車取得税交付金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  82,000,000 83,940,000 83,940,000 0 0 100.0

 １ ９  年  度  91,000,000 92,979,000 92,979,000 0 0 100.0

 比 較 増 減  -9,000,000 -9,039,000 -9,039,000 0 0 0.0

 増  減  率  -9.9 -9.7 -9.7 － － －

　自動車取得税交付金の収入済額は83,940,000円で、前年度と比較して9,039,000円（9.7％）

の減である。

【９款　地方特例交付金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  66,553,000 66,553,000 66,553,000 0 0 100.0

 １ ９  年  度  41,001,000 41,001,000 41,001,000 0 0 100.0

 比 較 増 減  25,552,000 25,552,000 25,552,000 0 0 0.0

 増  減  率  62.3 62.3 62.3 － － －

　地方特例交付金の収入済額は66,553,000円で、前年度と比較して25,552,000円（62.3％）の

増である。この主な要因は、住宅ローン控除の拡大に伴う住民税への補てん措置が新設された

こと等によるものである。

※　地方特例交付金（特別交付金）とは　　

　長期にわたる景気低迷対策の一環として打ち出された国・地方を通じた恒久的減税で生ずる

地方税減収額の一部を補てんするために、平成１１年の「地方特例交付金等の地方財政の特別

措置に関する法律」（地方特例交付金法）により、創設された交付金である。
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【１０款　地方交付税】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  7,928,083,000 7,928,083,000 7,928,083,000 0 0 100.0

 １ ９  年  度  7,675,046,000 7,675,046,000 7,675,046,000 0 0 100.0

 比 較 増 減  253,037,000 253,037,000 253,037,000 0 0 0.0

 増  減  率  3.3 3.3 3.3 － － －

　地方交付税の収入済額は7,928,083,000円で、前年度と比較して253,037,000円（3.3％）の増

である。この主な要因は、地方再生対策費の新設等によるものである。

　地方交付税の決算額の推移は、次のとおりである。

（単位：千円、％）

区　　　　分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

普 通 交 付 税

能 代 市 4,301,780 4,315,552

6,719,499 6,522,767 6,768,658

二ツ井町 2,153,422 2,179,378

計 6,455,202 6,494,930

特 別 交 付 税

能 代 市 972,171 1,072,099

1,233,424 1,152,279 1,159,425

二ツ井町 167,952 163,527

計 1,140,123 1,235,626

合 計

能 代 市 5,273,951 5,387,651

7,952,923 7,675,046 7,928,083

二ツ井町 2,321,374 2,342,905

計 7,595,325 7,730,556

前 年 度 比 較 -186,668 135,231 222,367 -277,877 253,037

増 減 率 -2.4 1.8 2.9 -3.5 3.3
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【１１款　交通安全対策特別交付金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  12,000,000 12,113,000 12,113,000 0 0 100.0

 １ ９  年  度  14,000,000 13,380,000 13,380,000 0 0 100.0

 比 較 増 減  -2,000,000 -1,267,000 -1,267,000 0 0 0.0

 増  減  率  -14.3 -9.5 -9.5 － － －

　交通安全対策特別交付金の収入済額12,113,000円で、前年度と比較し1,267,000円（9.5％）

の減である。

【１２款　分担金及び負担金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  143,927,000 149,597,018 136,429,279 3,617,200 9,550,539 93.5

 １ ９  年  度  138,971,000 157,328,673 144,678,972 0 12,649,701 92.0

 比 較 増 減  4,956,000 -7,731,655 -8,249,693 3,617,200 -3,099,162 1.5

 増  減  率  3.6 -4.9 -5.7 皆増 -24.5 －

　分担金及び負担金の収入済額は136,429,279円で、前年度と比較して8,249,693円（5.7％）

の減である。不納欠損額の内訳は、保育所入所負担金が28件 3,492,800円、助産施設入所負担

金が2件 124,400円となっている。

　収入済額の主なものは、次のとおりである。

（単位：円）

項 支　　　出　　　科　　　目 決　算　額

負担金 老人福祉施設入所負担金 17,485,496

保育所入所負担金 105,813,437

保育所入所負担金（滞納繰越分） 970,688

（保育所入所負担金）    （単位：円、％）

区　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

２ ０ 年 度 119,710,788 106,784,125 3,492,800 9,433,863 91.9

１ ９ 年 度 126,859,926 114,536,301 0 12,323,625 90.3

比 較 増 減 -7,149,138 -7,752,176 3,492,800 -2,889,762 1.6

増 減 率 -5.6 -6.8 皆増 -23.4 －

　分担金及び負担金の中で、最も金額が大きい保育所入所負担金について見ると、収入済

額は106,784,125円で、前年度に比較し7,752,176円（6.8％）の減となっている。

　２０年度では、消滅時効により3,492,800円を不納欠損処分し、収入未済額は前年度と

比較して2,889,762円（23.4％）の減となった。
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【１３款　使用料及び手数料】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  468,857,000 486,742,784 456,044,740 0 30,698,044 93.7

 １ ９  年  度  457,992,000 465,074,697 439,672,735 0 25,401,962 94.5

 比 較 増 減  10,865,000 21,668,087 16,372,005 0 5,296,082 -0.8

 増  減  率  2.4 4.7 3.7 － 20.8 －

　使用料及び手数料の収入済額は456,044,740円で、前年度と比較して16,372,005円（3.7％）

の増である。

　収入済額の主なものは、次のとおりである。

（単位：円）

項 支　　　出　　　科　　　目 決　算　額

使用料 保健センター使用料 38,407,770

道路占用料 34,491,203

市営住宅家賃（現年度分） 107,412,632

市営住宅家賃（滞納繰越分） 1,995,956

商業高校授業料 51,945,300

文化会館使用料 14,363,140

手数料 戸籍手数料 10,637,100

一般廃棄物処理手数料 27,011,880

証紙収入 家庭系廃棄物処理手数料 97,753,100

市営住宅家賃 （単位：円、％）

区　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

２０年度

現 年 度 分 114,396,260 107,412,632 0 6,983,628 93.9

滞納繰越分 23,686,830 1,995,956 0 21,690,874 8.4

計 138,083,090 109,408,588 0 28,674,502 79.2

１９年度

現 年 度 分 114,984,560 107,983,114 0 7,001,446 93.9

滞納繰越分 19,595,662 2,910,278 0 16,685,384 14.9

計 134,580,222 110,893,392 0 23,686,830 82.4

 比 較 増 減  3,502,868 -1,484,804 0 4,987,672 -3.2

 増 減 率  2.6 -1.3 0 21.1 -

市営住宅駐車場使用料 （単位：円、％）

区　分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

２０年度

現 年 度 分 8,441,000 7,886,240 0 554,760 93.4

滞納繰越分 1,575,640 208,470 0 1,367,170 13.2

計 10,016,640 8,094,710 0 1,921,930 80.8

１９年度

現 年 度 分 8,506,440 7,964,790 0 541,650 93.6

滞納繰越分 1,225,120 191,130 0 1,033,990 15.6

計 9,731,560 8,155,920 0 1,575,640 83.8

 比 較 増 減  285,080 -61,210 0 346,290 -3.0

 増 減 率  2.9 -0.8 0 22.0 -
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【１４款　国庫支出金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  3,995,697,000 3,969,460,038 3,272,006,630 0 697,453,408 82.4

 １ ９  年  度  2,617,253,000 2,572,976,611 2,490,343,611 0 82,633,000 96.8

 比 較 増 減  1,378,444,000 1,396,483,427 781,663,019 0 614,820,408 -14.4

 増  減  率  52.7 54.3 31.4 － 744.0 －

　国庫支出金の収入済額は3,272,006,630円で、前年度と比較して781,663,019円（31.4％）

の増である。この主な要因は、定額給付金給付事業の国庫補助金の収入によるものである。

　収入未済額697,453,408円は、繰越明許費として翌年度へ繰り越した地域活性化・生活対策

臨時交付金事業の財源が主な内容となっている。

　国庫支出金の収入済額の前年度比較を項・目ごとに示すと次のとおりである。

（単位：円、％）

区　　　　　分
収　　入　　済　　額

比 較 増 減 増 減 率
２０年度 １９年度

負 担 金

民 生 費 1,838,345,711 1,811,934,431 26,411,280 1.5

教 育 費 89,735,000 － 89,735,000 皆増

災 害 復 旧 費 16,849,000 11,054,000 5,795,000 52.4

衛 生 費 0 8,319,991 -8,319,991 皆減

計 1,944,929,711 1,831,308,422 113,621,289 6.2

補 助 金

総 務 費 885,942,000 52,504,000 833,438,000 1,587.4

民 生 費 171,060,000 143,894,000 27,166,000 18.9

衛 生 費 － 35,003,000 -35,003,000 皆減

農林水産業費 590,000 709,000 -119,000 -16.8

土 木 費 180,748,000 247,394,000 -66,646,000 -26.9

消 防 費 － 25,827,000 -25,827,000 皆減

教 育 費 67,915,000 101,666,000 -33,751,000 -33.2

計 1,306,255,000 606,997,000 699,258,000 115.2

委 託 金

総 務 費 2,086,464 31,959,937 -29,873,473 -93.5

民 生 費 14,169,340 14,551,142 -381,802 -2.6

土 木 費 2,772,000 2,719,500 52,500 1.9

教 育 費 1,794,115 2,807,610 -1,013,495 -36.1

計 20,821,919 52,038,189 -31,216,270 -60.0

合 計 3,272,006,630 2,490,343,611 781,663,019 31.4

※１９年度収入済額の補助金のうち総務費・衛生費・消防費は、繰越明許費による合併補助金のみ

　の額である。
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　国庫支出金の収入済額の主なものは、次のとおりである。

（単位：円）

項 支　　　出　　　科　　　目 決　算　額

国庫負担金 特別障害者手当等給付費負担金 20,585,085

自立支援医療費負担金 21,254,000

国民健康保険保険基盤安定負担金 19,837,622

障害者自立支援給付費等負担金 299,212,427

保育所運営費負担金 195,405,270

児童手当負担金 163,529,999

児童扶養手当負担金 93,344,086

保護費負担金 1,004,402,000

二ツ井小学校建設事業費負担金 74,146,000

第四小学校建設事業費負担金 15,589,000

公共土木施設災害復旧費負担金 16,849,000

国庫補助金 定額給付金給付事業費補助金 874,000,000

次世代育成支援対策交付金 39,284,000

電源立地地域対策交付金 36,547,000

次世代育成支援対策施設整備交付金 57,520,000

子育て応援特別手当交付金 20,520,000

循環型社会形成推進交付金 17,861,000

地方道路整備臨時交付金 121,000,000

能代河畔公園整備事業費補助金 35,400,000

第四小学校建設事業費交付金 49,910,000

幼稚園就園奨励費補助金 14,566,000

国庫委託金 国民年金事務委託金 14,003,456

【１５款　県支出金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  1,503,230,000 1,468,537,921 1,375,017,921 0 93,520,000 93.6

 １ ９  年  度  1,390,720,000 1,371,227,321 1,370,347,321 0 880,000 99.9

 比 較 増 減  112,510,000 97,310,600 4,670,600 0 92,640,000 -6.3

 増  減  率  8.1 7.1 0.3 － 10,527.3 －

　県支出金の収入済額は1,375,017,921円で、前年度と比較して4,670,600円（0.3％）の増

である。

　収入未済額93,520,000円は、翌年度へ逓次繰越しした二ツ井小学校建設事業費、第四小学校

建設事業費の財源である。
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　県支出金の収入済額の前年度比較を項・目ごとに示すと次のとおりである。

（単位：円、％）

区　　　　　分
収　　入　　済　　額

比 較 増 減 増 減 率
２０年度 １９年度

負 担 金

総 務 費 － 1,239,000 -1,239,000 皆減

民 生 費 657,797,172 576,797,247 80,999,925 14.0

衛 生 費 － 7,956,219 -7,956,219 皆減

計 657,797,172 585,992,466 71,804,706 12.3

補 助 金

総 務 費 84,527,500 119,148,000 -34,620,500 -29.1

民 生 費 299,977,353 328,977,147 -28,999,794 -8.8

衛 生 費 5,931,000 4,483,000 1,448,000 32.3

農林水産業費 111,776,859 111,095,132 681,727 0.6

商 工 費 14,299,000 17,984,500 -3,685,500 -20.5

土 木 費 14,947,502 15,495,000 -547,498 -3.5

教 育 費 35,406,217 41,748,077 -6,341,860 -15.2

計 566,865,431 638,930,856 -72,065,425 -11.3

委 託 金

総 務 費 140,710,178 130,012,179 10,697,999 8.2

民 生 費 64,000 106,000 -42,000 -39.6

衛 生 費 1,831,000 1,912,000 -81,000 -4.2

農林水産業費 1,184,000 8,022,500 -6,838,500 -85.2

商 工 費 2,395,100 2,699,000 -303,900 -11.3

土 木 費 3,211,840 1,850,000 1,361,840 73.6

教 育 費 959,200 822,320 136,880 16.6

計 150,355,318 145,423,999 4,931,319 3.4

合 計 1,375,017,921 1,370,347,321 4,670,600 0.3

　県支出金の収入済額の主なものは、次のとおりである。

（単位：円）

項 支　　　出　　　科　　　目 決　算　額

県負担金 国民健康保険保険基盤安定負担金 148,700,907

自立支援医療費負担金 10,304,018

後期高齢者医療保険基盤安定負担金 114,451,542

障害者自立支援給付費等負担金 147,802,412

保育所運営費負担金 97,702,635

児童手当負担金 98,324,999

保護費負担金 32,568,404

県補助金 合併市町村特例交付金 80,000,000

福祉医療費補助金 193,725,539

障害者自立支援臨時対策事業費補助金 11,862,000

すこやか子育て支援事業費補助金（保育所） 51,108,667

放課後児童健全育成事業補助金 10,176,000

目指せ“元気な担い手”農業夢プラン応援事業
費補助金 22,978,000

（次ページへ） 土壌環境総合対策事業費補助金 15,601,000
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（前ページから） 流域育成林整備事業費補助金 28,890,000

森林整備地域活動支援交付金 12,471,449

生活バス路線等維持費補助金 12,054,000

循環型社会形成推進交付金 14,497,000

すこやか子育て支援事業費補助金 28,583,217

県委託金 個人県民税徴収委託金 125,782,765

【１６款　財産収入】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  119,686,000 121,444,008 120,272,764 0 1,171,244 99.0

 １ ９  年  度  38,970,000 40,365,660 39,522,828 0 842,832 97.9

 比 較 増 減  80,716,000 81,078,348 80,749,936 0 328,412 1.1

 増  減  率  207.1 200.9 204.3 － 39.0 －

　財産収入の収入済額は120,272,764円で、前年度と比較して80,749,936円（204.3％）の増で

ある。この主な要因は、土地売払収入や東北電力株売払収入等によるものである。

　なお、東北電力株売払収入は、消防団員罹災給与基金のうち株券で運用していたものを、

基金の廃止に伴い売却したものである。

　財産収入の収入済額の主なものは、次のとおりである。

（単位：円）

項 支　　　出　　　科　　　目 決　算　額

財産運用収入 貸地料（現年度分） 10,026,934

財産売払収入 日吉町土地売払収入 54,080,230

東北電力株売払収入 11,847,020

【１７款　寄附金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  6,004,000 6,034,278 6,034,278 0 0 100.0

 １ ９  年  度  4,398,000 4,467,674 4,467,674 0 0 100.0

 比 較 増 減  1,606,000 1,566,604 1,566,604 0 0 0.0

 増  減  率  36.5 35.1 35.1 － － －

　寄附金の収入済額は6,034,278円で、前年度と比較して1,566,604円（35.1％）の増である。

　寄附金の収入済額の主なものは、次のとおりである。

（単位：円）

項 支　　　出　　　科　　　目 決　算　額

寄附金 ふるさと納税寄附金 1,563,000

奨学基金寄附金 4,100,000
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【１８款　繰入金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  811,706,000 810,367,446 810,367,446 0 0 100.0

 １ ９  年  度  642,327,000 641,571,862 641,571,862 0 0 100.0

 比 較 増 減  169,379,000 168,795,584 168,795,584 0 0 0.0

 増  減  率  26.4 26.3 26.3 － － －

　繰入金の収入済額は810,367,446円で、前年度と比較して168,795,584円（26.3％）の増であ

る。この主な要因は、財政調整基金繰入金の増によるものである。

　繰入金のうち、基金繰入金の収入済額について前年度比較を示すと次のとおりである。

（単位：円、％）

区　　　　　分
収　　入　　済　　額

比 較 増 減 増 減 率
２０年度 １９年度

財 政 調 整 基 金 732,429,000 574,828,000 157,601,000 27.4

福 祉 基 金 2,090,700 2,140,700 -50,000 -2.3

災 害 救 助 基 金 222,000 420,000 -198,000 -47.1

港湾利活用地域振興基金 3,850,694 0 3,850,694 皆増

消 防 団 員 罹 災 給 与 基 金 31,695,830 215,000 31,480,830 14,642.2

奨 学 基 金 29,282,000 30,611,000 -1,329,000 -4.3

ふるさと人材育成・定住促進
奨 学 基 金 1,869,000 0 1,869,000 皆増

計 801,439,224 608,214,700 193,224,524 31.8

【１９款　繰越金】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  398,918,477 398,919,088 398,919,088 0 0 100.0

 １ ９  年  度  447,930,064 447,930,069 447,930,069 0 0 100.0

 比 較 増 減  -49,011,587 -49,010,981 -49,010,981 0 0 0.0

 増  減  率  -10.9 -10.9 -10.9 － － －

【２０款　諸収入】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  626,158,000 648,530,404 619,335,533 0 29,194,871 95.5

 １ ９  年  度  564,650,000 623,631,533 595,115,940 0 28,515,593 95.4

 比 較 増 減  61,508,000 24,898,871 24,219,593 0 679,278 0.1

 増  減  率  10.9 4.0 4.1 － 2.4 －

　諸収入の収入済額は619,335,533円で、前年度と比較して24,219,593円（4.1％）の増である。
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　諸収入のうち、貸付金元利収入の収入済額について前年度比較を示すと次のとおりである。

（単位：円、％）

区　　　　　分
収　　入　　済　　額

比 較 増 減 増 減 率
２０年度 １９年度

総 務 費 貸 付 金 元 利 収 入 29,496,003 31,355,392 -1,859,389 -5.9

民 生 費 貸 付 金 元 利 収 入 5,831,907 13,565,329 -7,733,422 -57.0

商 工 費 貸 付 金 元 利 収 入 361,077,033 320,957,363 40,119,670 12.5

教 育 費 貸 付 金 元 利 収 入 21,011,750 22,899,400 -1,887,650 -8.2

計 417,416,693 388,777,484 28,639,209 7.4

　諸収入の収入済額の主なものは、次のとおりである。
（単位：円）

項 支　　　出　　　科　　　目 決　算　額

貸付金元利収入 地域総合整備資金貸付金返還金（元金分） 26,666,000

中小企業融資あっせん預託金元利収入 341,017,201

中小企業機械類設備資金融資あっせん預託金元
利収入 20,059,832

奨学金貸付金返還金（元金分）現年分 20,221,950

受託事業収入 老人福祉施設受託金 19,528,281

雑入 （財）秋田県市町村振興協会助成金 39,139,427

指定管理者納付金 10,600,000

資源ごみ売払収入 34,700,181

オータムジャンボ宝くじ交付金 10,674,895

能代商工会議所補助金返還金 12,242,258

【２１款　市　債】 （単位：円、％）

区　　　分 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

 ２ ０  年  度  2,627,500,000 2,147,100,000 2,147,100,000 0 0 100.0

 １ ９  年  度  2,964,589,000 2,694,489,000 2,694,489,000 0 0 100.0

 比 較 増 減  -337,089,000 -547,389,000 -547,389,000 0 0 0.0

 増  減  率  -11.4 -20.3 -20.3 － － －

　　　市債の収入済額は2,147,100,000円で、前年度と比較して547,389,000円（20.3％）の減であ

る。この主な要因は、公営企業債の浄水場整備事業（出資金）債が減となったこと等による

ものである。
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　市債の収入済額について前年度比較を示すと次のとおりである。

（単位：円、％）

区　　　　　分
収　　入　　済　　額

比 較 増 減 増 減 率
２０年度 １９年度

総 務 債 544,200,000 599,700,000 -55,500,000 -9.3

民 生 債 64,300,000 17,889,000 46,411,000 259.4

農 林 水 産 債 101,700,000 139,500,000 -37,800,000 -27.1

土 木 債 318,000,000 496,500,000 -178,500,000 -36.0

消 防 債 52,800,000 - 52,800,000 皆増

教 育 債 374,300,000 364,100,000 10,200,000 2.8

公 営 企 業 債 800,000 411,600,000 -410,800,000 -99.8

臨 時 財 政 対 策 債 585,700,000 625,300,000 -39,600,000 -6.3

借 換 債 105,300,000 31,100,000 74,200,000 238.6

災 害 復 旧 債 0 8,800,000 -8,800,000 皆減

計 2,147,100,000 2,694,489,000 -547,389,000 -20.3

　市債の収入済額の主なものは、次のとおりである（１億円以上）。

（単位：円）

項 支　　　出　　　科　　　目 決　算　額

市債 地域振興基金造成事業債 539,600,000

中川原地区整備事業債 104,900,000

二ツ井小学校建設事業債 156,000,000

第四小学校建設事業債 152,100,000

臨時財政対策債 585,700,000
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